
令和８年度
私立専修学校教育環境整備費

助成事業のしおり



は じ め に

こ の 事 業 は 、東 京 都 の 補 助 を 受 け 、都 内 私 立 専 修 学 校 の 教 育 の 充 実 及 び 教 職

員 の 資 質 の 向 上 を 図 る た め 、教 育 環 境 の 整 備 に 要 す る 経 費 の 一 部 を 助 成 す る も

の で す 。

こ の「 私 立 専 修 学 校 教 育 環 境 整 備 費 助 成 事 業 の し お り 」は 、本 事 業 を ご 利 用

い た だ く に あ た り 、 必 要 な 手 続 き 及 び 様 式 等 を ま と め た も の で す 。

事 務 を 進 め る 上 で 、 担 当 の 皆 様 に お 役 立 て い た だ け れ ば 幸 い で す 。
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設置者 ……… 私立専修学校の設置者

学 校 ……… 私立専修学校

財 団 ……… （公財）東京都私学財団



重要 注意点について

１ 見積書について

① 物品ごとではありません。同じ業者から同時期に複数の物品を購入する場合は、一括して見

積書を取得してください。なお、インターネットで購入する場合も同様です。

② 暫定の見積書ではなく、確定後の見積書でご申請ください。見積書・契約書・納品書・請求書

の内容は、原則すべて一致している必要があります。

③ 「教育設備装置整備助成金」及び「研究及び教育用図書等整備助成金」の申請のうち、見積

もりが１件あたり５０万円以上（税込）の場合は、同一条件による複数見積もりが必要です。

④ 1 者のみ取り扱いにより複数見積を取得できない場合には、独占販売証明書、特許証明

書等、当該事業者でのみ取り扱いがある旨がわかる書面をご提出願います。

⑤ 採択した見積書には、用紙の右上に「採択」と朱書きしてください。

不採択見積もりがある場合は、「不採択」と黒字で記載してください。

⑥ 補助対象外経費が含まれている場合は、補助対象箇所がわかるようにマーカー等を引いてく

ださい。

⑦ 内訳表、見積書、カタログの対応関係がわかるように番号等を付与するなど、書類の突合が

しやすいようにご配慮ください。

２ 添付資料について

必要な部分のみを抜粋し、できるだけ枚数を少なくしてください。

例 カタログ → 該当する物品等の内容・規格が記載された箇所等のみを添付



３ 実績報告書について

① 実績報告書提出時、書籍、DVD 及びソフトを含むすべての物品等の写真をご提出いた

だく必要があります。同一物品を複数購入されている場合も、原則すべての数量が確

認できる写真を提出してください。

② 領収書ではなく振込確認関係書類をご提出される場合、インターネットで支払手続き

をされたものについては、受付完了または支払完了等、手続きが完了していることが

わかる画面を提出してください（作成中・予約中等は不可）。

③ 代金支払時に手数料先方負担となりますと、助成金を返還していただく場合がありま

すので、原則学校負担としていただきますようお願いします。

４ その他

① 請求書や領収書の宛名が個人名の場合、学校が最終的に経費を負担したことがわかる書類

（現金出納帳など）を別途ご提出いただく必要があります。

②

③ 申請書類作成の際は、新しい様式をご使用ください。

＜お願い＞

本助成金について、例年、申請後の審査において助成対象外経費となる事例が

多く見受けられます。

当財団では、助成対象となる経費についての確認など、ご申請の前に「個別事

前相談」を実施しておりますので、円滑なご申請をいただくため、ご不明な点が

ある場合は、お気軽にお問い合わせください。
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事 業 概 要

１ 交 付 対 象 者

都内に所在する私立専修学校（高等課程又は専門課程）の設置者

（ただし、財団の融資事業において滞納中の学校を除く。）

２ 助 成 対 象 経 費

助成対象となる経費は、下記の（１）・（２）のとおりです。

ただし、申請年度から使用開始しないもの、購入とならないもの（リース契約によるパソ

コン及びその関連品を除きます。）及び国や他の自治体と重複申請しているものは除きます。

（ １ ） 教 育 設 備 装 置 整 備 助 成 金 （ 高 等 課 程 及 び 専 門 課 程 対 象 ）

教育用に使用する機械器具その他の設備（以下「教育設備装置」という。）の購入等に

要する経費で、次の①から④までのすべてに該当するもの

  

次に掲げる経費は対象となりません。

・直接的な教育効果が期待できない建物・教室・その他施設の改修費用

・修繕費、調整費、運搬費などの役務的経費であるもの

・通常の教育活動に使用すると認められない非常に特殊なもの又は通常の価格に比べて

特に高価なもの

（ ２ ） 研 究 及 び 教 育 用 図 書 等 整 備 助 成 金 （ 専 門 課 程 対 象 ）

申請年度に教職員の研究及び教育用に使用する図書等（以下「図書等」という。）の

購入等に要する経費で、次の①から③までのすべてに該当するもの

なお、図書等とは、次のものをいいます。

・図書（学術書、専門書など）

・標本（模型、ＤＶＤソフト、パソコンソフトなど）

・機械（パソコン、デジタルカメラなど）

・器具（各種計測器、顕微鏡など）

① １校あたりの整備費（含パソコンリース品の契約総金額）が、

一式３００万円以上２,０００万円未満であること。

② 耐用年数が１年以上であること。パソコンリース品については、リース期間が１年以上

であること。

③ 単価が１万円（含消費税）以上であること。

④ 「一式」とみなすことが可能であること。

※①の金額には付帯工事費を含む。ただし、付帯工事費は本体整備費の２分の１以内

① １校あたりの整備費（含パソコンリース品の契約総金額）が、５０万円以上３００万円

未満であること。

② 耐用年数が１年以上であること。パソコンリース品については、リース期間が１年以上

であること。

③ 単価が２千円（含消費税）以上であること。



- 3 -

次に掲げるものは対象となりません。

・教職員及び学生等に給付することを目的とするものの購入経費

・週刊誌及び月刊誌などの雑誌類

・単価が２千円未満の図書等の購入経費

３ 申 請 限 度 額

１設置者あたり、上記２の（１）及び（２）に掲げる経費の合計２,０００万円未満まで

申請することができます。ただし、パソコンリース品については、１設置者あたり

５００万円未満（１校あたり１契約のみ対象）とします。

複数校設置している場合は、設置者が取りまとめて申請してください。

４ 助 成 率

対象経費の２分の１以内とし、予算の範囲内で措置します。

教 育 設 備 装 置 整 備 助 成 金 と 研 究 及 び 教 育 用 図 書 等 整 備 助 成 金 の 概 要

教 育 設 備 装 置 図 書 等

主 な 利 用 者 高 等 課 程 及 び 専 門 課 程 の 学 生 、 教 職 員 専 門 課 程 の 学 生 、 教 職 員

助 成 対 象 経 費
本 体 購 入 費 ・ パ ソ コ ン リ ー ス 品 ・ 付 帯

工 事 費
本 体 購 入 費 ・ パ ソ コ ン リ ー ス 品

単 価 １ 万 円 以 上 ２ 千 円 以 上

事 業 規 模
一 式 ３ ０ ０ 万 円 以 上 ２ ,０ ０ ０ 万 円 未 満

（ １ 個 又 は １ 組 を 含 む ）
総 額 ５ ０ 万 円 以 上 ３ ０ ０ 万 円 未 満

申 請

毎 年 申 請 可

た だ し 、 パ ソ コ ン リ ー ス 品 は 、 １ 校 １ 契 約 、 引 き 続 き ４ 回 ま で で 、

１ 設 置 者 あ た り ５ ０ ０ 万 円 未 満
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◇◇◇ 年間スケジュール ◇◇◇

  

＜１＞ ６月１日（月）     申請受付開始

    ～７月３１日（金）   申請〆切（最終日消印有効）

※申請書類の早期提出に、ご協力をお願いいたします。

締切後の提出は、受け付けられませんのでご注意ください。

＜２＞ ６月～１１月      財団審査 ・ 現地調査

＜３＞ １１月中         確認書の提出 ※しおり P7・8 ページ参照

＜４＞ １２月中旬        助成金交付決定通知

               請求書兼振込口座指定書の提出

＜５＞ １２月下旬        助成金交付

<５'> 事業内容等に変更があった場合

→（令和９年１月８日（金）までに事業内容変更承認申請書を提出）

【令和８年１２月末日 対象事業終了】

＜７＞ １月２９日（金）まで   実績報告書の提出

＜８＞ ３月中旬         助成金交付確定通知

  <８'> 補助金確定に伴い精算の必要が生じた場合

    →（３月下旬  助成金の返還）

※消費税に係る報告 令和 9 年 7 月末まで

会計年度(令和８年度)終了後、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が

確定次第、提出いただくことになります。

申告義務がない場合も含め、全申請者が報告書を提出する必要があります。

詳しくは、助成金交付決定（確定）時に提出方法、様式等をお知らせする予定です。



- 5 -

２ 提 出 書 類
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◇◇◇ 提出書類 ◇◇◇
提出書類は、学校単位で作成し、設置者が取りまとめて提出してください。

提出時期 提出書類
記入例

ページ

① 事業計画書兼交付申請書＜設置者＞（様式第１号・同別紙）

J グランツの場合は押印不要です。
12・13

② 事業計画総括表（様式第１号の２(１)）

学則（学校名・収容定員記載部分のみ）を添付してください。
14

③ 事業目的及び利用計画（設備装置）（様式第１号の２(２)）
15

④ 事業目的及び利用計画（図書等）（様式第１号の２(３)） 16

⑤ 事業計画額内訳表（設備装置）様式第１号の３(１)・(２) 17・18

⑥ 事業計画額内訳表（図書等）様式第１号の３(３)・(４) 19・20

⑦ 見積書又は請求書（写）（内訳が確認できるもの）

※見積額が 50 万円以上の場合は複数の事業者の見積書を提出

   必ず同一条件（型番・数量・スペック等）の下での複数見積もり

（採択１者・不採択１者）が必要です。複数業者に対して同一の

仕様書を提示の上発注する等の対応もご検討ください。

・購入品のカタログ（品名、型番の記載がある箇所のみ提出）

・1 者のみ取り扱いにより複数見積を取得できない場合には、独占販売証

明書、特許証明書等、当該事業者でのみ取り扱いがある旨がわかる書面を

ご提出願います。

・パソコンリース品の場合は複数（３者以上）の事業者より、

(1)リース契約に関する見積書

(2)物品（パソコン、プリンタ、サーバ等）購入の場合の見積書

双方の同一条件の下での見積書が必要です。

⇒リース比較３者、購入比較３者が必要となります。

＊事業計画額内訳表（⑤・⑥）の番号を添付書類の余白に付記

⑧ 見積額が 50 万円以上の場合は契約書(写)または注文書(写)及び

注文請書(写)
申請日までに契約締結していない場合は、財団にその旨連絡の上

見積内容と同様の契約締結後、速やかに提出してください。

パソコンリース品の場合は、契約書及び支払予定表

⑨ 配置図（物品・整備箇所のわかる概略図のようなもの）

⑩ 印鑑証明書＜設置者＞ （申請日前３ヶ月以内の発行のもの）
J グランツの場合は提出不要です。

６月１日（月）

～７月３１日（金）

郵送受付

（消印有効）

注意点です

重要
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提出時期 提出書類 記入例

ページ

１１月中

私立専修学校教育環境整備費助成に係る確認書

・各申請校の整備状況を確認の上、提出してください。

・申請内容と実績報告内容に相違がないように、納品状況、支払額等を

きちんと確認してください。

１２月中旬

⑪ 私立専修学校教育環境整備費助成金交付請求書兼振込口座指

定通知書＜設置者＞

（通帳を確認の上、記載ミスがないようご注意ください）

21

令和９年１月８

日（金）まで

（該当校のみ）

事業内容変更承認申請書

⑫ 様式第４号 ＜設置者＞ 28

⑬ 様式第１号の３(１)・(２)（訂正後）又は 17・18

⑭ 様式第１号の３(３)・(４)（訂正後） 19・20

⑮ 変更後の見積書又は請求書（写）及び購入機器のカタログ等の品番・

型番が確認できる部分を添付してください。なお、50 万円以上の場合

は変更後の契約書類を添付してください。

最終期限

令和９年

１月２９日(金)

（リースで 2 月

又は３月支払分が

ある場合は、上記

期限までに実績報

告書（見込み）を

提出し、支払完了

後直ちに実績報告

書を提出）

実 績 報 告 書

⑯ 様式第６号・同別紙 ＜設置者＞ 22・23  

⑰ 様式第６号の２（１）・（２） 事業実施内訳表（設備装置） 24・25  

⑱ 様式第６号の２（３）・（４） 事業実施内訳表（図書等） 26・27  

⑲ 納品書（写）（内訳がわかるもの）

⑳ 領収書（写）又は振込確認関係書類（写）

㉑ 納入状況が確認できる写真                      

＊⑲～㉑は事業実施内訳表（⑰、⑱）の番号を添付書類の余白に付記

必要の都度

助成対象物の除却について

㉒ 様式第９号＜設置者＞ 29

㉓ 様式第９号の２（１）助成金交付総括表（設備装置） 30

㉔ 様式第９号の２（２）助成金交付総括表（図書等） 31

※「消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書」については、

助成金交付決定（確定）時に提出方法、様式等をお知らせする予定です。

重要
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提 出 書 類 の 説 明

※ 作 成 に あ た っ て は P11以 降 の 記 入 例 も 必 ず ご 確 認 く だ さ い 。

１ 事 業 計 画 書 （ １ 部 提 出 ）

Ｐ ６ の ① か ら ⑩ ま で の う ち 、 申 請 す る 助 成 金 に 該 当 す る 書 類 を 設 置 者 及 び 学 校 単 位 で

作 成 し 、 申 請 期 間 内 に 財 団 へ ご 提 出 く だ さ い 。

事 業 は 、 申 請 年 度 の 4月 1日 か ら 12月 31日 ま で の 間 に 契 約 締 結 （ 注 文 書 及 び 注 文 請 書

も 同 様 ） 、 納 品 ・ 整 備 、 支 払 い ま で 完 了 す る よ う に し て く だ さ い 。

（ １ ） 申 請 す る の が １ 校 で 、 教 育 設 備 装 置 と 図 書 等 の 両 方 の 助 成 金 を 申 請 す る 場 合 は 、 ① か

ら ⑩ ま で す べ て の 書 類 が 必 要 と な り ま す 。 教 育 設 備 装 置 だ け の 場 合 は 、 ④ と ⑥ を 除 い

た 書 類 が 必 要 で す 。

（ ２ ） １ 設 置 者 で ２ 校 以 上 が 申 請 す る 場 合 は 、 ② か ら ⑨ ま で の う ち 申 請 す る 助 成 金 に 該 当 す る

書 類 を 学 校 ご と に 作 成 し て く だ さ い 。 ① は 設 置 者 が 各 校 の 申 請 額 を 申 請 限 度 額 内 に 調

整 の 上 、 １ 部 提 出 し て く だ さ い 。 ⑩ ⑪ も １ 設 置 者 に つ き １ 部 を ご 提 出 く だ さ い 。

提 出 書 類 の 様 式 は 、 財 団 の ホ ー ム ペ ー ジ の 様 式 集 か ら ダ ウ ン ロ ー ド し 、 使 用 し て

く だ さ い 。

（ ３ ） 申 請 書 類 の 提 出 は 郵 送 で お 願 い し ま す 。

送 付 先 〒 162-0823東 京 都 新 宿 区 神 楽 河 岸 1-1セ ン ト ラ ル プ ラ ザ 11階

   公 益 財 団 法 人 東 京 都 私 学 財 団 振興部振興課教育環境整備費助成担当 宛

２ 私 立 専 修 学 校 教 育 環 境 整 備 費 助 成 に 係 る 確 認 書 （ １ 部 提 出 ）

  各 申 請 校 の 整 備 状 況 を 確 認 の 上 、 該 当 す る 欄 に チ ェ ッ ク ・ 記 入 し 、 pdf を メ ー ル に 添 付

し 、 提 出 し て く だ さ い 。 J グ ラ ン ツ の 場 合 は 押 印 不 要 で す 。

３ 事 業 内 容 変 更 承 認 申 請 書 （ １ 部 提 出 ）

や む を 得 な い 理 由 に よ り 事 業 内 容 及 び 経 費 の 一 部 に 変 更 が 生 じ た 場 合 は 、 財 団 の 承 認

が 必 要 と な り ま す 。 Ｐ ７ の ⑫か ら ⑮の う ち 該 当 す る 書 類 を ご 提 出 く だ さ い 。

４ 実 績 報 告 書 （ １ 部 提 出 ）

Ｐ ７ の ⑯ か ら ㉑ま で の 該 当 す る 書 類 を ご 提 出 く だ さ い 。

実 績 報 告 書 は 事 業 完 了 後 速 や か に ご 提 出 く だ さ い 。 最 終 期 限 は 、 令 和 ９ 年 １ 月 29日

（ 当 日 消 印 有 効 ） で す 。

ま た 、 リ ー ス 実 績 報 告 時 に 未 払 い が あ る 場 合 に は 、 「 実 績 報 告 書 （ 見 込 み ） 」 に 、 未 払 額

に 係 る 領 収 書 （ 写 ） 等 以 外 の 必 要 書 類 を 添 付 し て 提 出 し て く だ さ い 。 そ の 上 で 、 支 払 完 了

後 直 ち に 「 実 績 報 告 書 」 （ 確 定 ） 及 び 未 提 出 の 領 収 書 （ 写 ） 等 を 提 出 し て く だ さ い （ 最 終 期

限 同 年 ３ 月 ３ １ 日 ） 。 「 実 績 報 告 書 （ 見 込 み ） 」 提 出 後 に 内 容 に 変 更 が 生 じ た 場 合 は 、 直 ち

に ご 連 絡 く だ さ い 。

（注意）書類不備の場合はご連絡しますので、不足書類を至急再提出してください。

（ 注 意 ） 購入品の納品書（写）………………… 品目明細が記載されているもの

領収書又は振込確認関係書類（写）… 金額及び振込先が確認できるもの

購入品等の写真………………………… 納入状況が確認できるもの

※上記の添付書類には、事業実施内訳表（様式第６号の２（１）～（４））に記載されてい

る品目明細の番号を必ず記入してください。また、購入品等の写真は、Ａ４の紙に添

付するなど整理して、番号を記入してください。
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５ 助 成 対 象 物 の 除 却 に つ い て （ １ 部 提 出 ）

過 去 に 助 成 を 受 け た も の で 、 耐 用 年 数 を 経 過 し て い な い 教 育 設 備 装 置 及 び 図 書 等 を 除

却 す る 場 合 は 、 Ｐ ７ の㉒㉓㉔の 書 類 を 財 団 に 提 出 し 、 承 認 を 得 る 必 要 が あ り ま す 。

た だ し 、 以 下 の 条 件 に 当 て は ま る も の は 除 却 申 請 の 必 要 は あ り ま せ ん 。

（ １ ） 購 入 単 価 が １ 万 円 未 満 の も の

（ ２ ） 耐 用 年 数 を 経 過 し た も の

※ 図 書 （ 書 籍 ） は 、 単 価 が １ 万 円 以 上 で あ れ ば す べ て 除 却 申 請 が 必 要 で す 。

な お 、 各 品 目 別 の 耐 用 年 数 に つ い て は 「 減 価 償 却 資 産 の 耐 用 年 数 に 関 す る

基 準 」 （ P54・ 55参 照 ） を 参 考 に 、 設 置 者 が 定 め て く だ さ い 。

書類作成上の留意点

① 添 付 書 類 は 、 原 則 と し て Ａ 判 （ Ａ ４ 縦 又 は Ａ ３ 横 ） で お 願 い し ま す 。

※ フ ラ ッ ト フ ァ イ ル に 綴 じ る 必 要 は あ り ま せ ん 。

ク リ ア フ ァ イ ル 等 に 入 れ 、 ま と め て く だ さ い 。

② 書 類 提 出 前 に 、 再 度 検 算 を お 願 い し ま す 。

合 計 金 額 な ど 再 度 ご 確 認 願 い ま す 。

③ 品 目 明 細 に は 、 整 理 番 号 を 記 し て く だ さ い 。

事 業 計 画 額 内 訳 表 （ 様 式 第 １ 号 の ３ ） に 「 番 号 」 欄 を 設 け て い ま す 。 こ

れ に 従 い 、 品 目 明 細 ご と に 番 号 を 記 し て く だ さ い 。

な お 、 購 入 単 価 及 び 金 額 は 税 込 価 格 で 記 載 し て く だ さ い 。

④ 輸 入 品 の 場 合 に は 、 日 本 語 訳 を 記 し て く だ さ い 。

⑤ 最 新 の 様 式 に て 作 成 し て く だ さ い 。

「 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 に 係 る 仕 入 控 除 税 額 報 告 書 」

・ 助 成 金 交 付 決 定 （ 確 定 ） 時 に 提 出 方 法 、 様 式 等 を お 知 ら せ す る 予 定 で す 。

※ 会 計 年 度 (令 和 ８ 年 度 )終 了 後 、 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 に 係 る 仕 入 控 除 税 額 が

確 定 次 第 、 申 告 義 務 が な い 場 合 も 含 め 、 全 申 請 者 が 提 出 す る 必 要 が あ り ま す 。

助成金額の調整

P51 記 載 の 公 益 財 団 法 人 東 京 都 私 学 財 団 私 立 専 修 学 校 教 育 環 境 整 備 費 助 成 金 交 付 に

係 る 審 査 基 準 第 ３ 条 に よ り 調 整 を 行 う こ と と し て お り ま す 。 交 付 額 の 主 な 調 整 対 象 は 次 の と お

り で す 。 詳 し く は 、 交 付 に 係 る 審 査 基 準 （ Ｐ 52・ 53） を ご 参 照 く だ さ い 。

① 学 校 法 人 立 以 外 の 学 校 か ら の 申 請

② 著 し い 定 員 超 過 校 か ら の 申 請

③ 著 し い 定 員 割 れ 校 か ら の 申 請
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教育設備装置及び図書等の管理

本 事 業 に よ り 取 得 し た 教 育 設 備 装 置 及 び 図 書 等 の 管 理 及 び 処 分 の 制 限 に つ い て は 、 特 に

次 の 事 項 に ご 留 意 く だ さ い 。

１ 管 理 及 び 処 分

① 設 置 （ 保 管 ） 場 所 の 確 認 及 び 管 理 状 況 の 把 握

② 申 請 時 の 事 業 目 的 外 の 使 用 の 禁 止

③ 助 成 対 象 物 ご と に ラ ベ ル 等 の 貼 付

④ 除 却 処 分 上 の 制 限 及 び 手 続 き

２ 帳 簿 類 の 整 備 等

① 教 育 設 備 装 置 又 は 図 書 等 助 成 金 交 付 総 括 表 （ 様 式 第 ９ 号 の ２ （ １ ） 又 は （ ２ ） ） 及 び 助

成 対 象 物 に 関 す る 台 帳 の 整 備

② 収 入 及 び 支 出 を 記 載 し た 帳 簿 の 整 備 及 び 所 定 の 会 計 処 理

○ラベル見本

※ラベルは学校独自に作成したものでも構いません。

  年度

（公財）東京都私学財団

教育環境整備費助成事業助成対象品

設備装置 ／ 図書等

総括表番号

制 限 期 限    年 ３月 ３１日

（ 注 ）

① 「 設 備 装 置 」 「 図 書 等 」 の う ち 、 該 当 し な い 方 を 線 で 消 し て く だ さ い 。

② 総 括 表 番 号 は 、 学 校 独 自 に 設 定 し た 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。 品 名 の 記 入 は 不

要 で す 。

③ 耐 用 年 数 の 起 算 は 申 請 年 度 の 翌 年 度 の ４ 月 １ 日 か ら と な り ま す 。

例 令 和 ８ 年 度 に 購 入 (耐 用 年 数 :３ 年 )の 場 合 の 制 限 期 限

→ 令 和 １ ２ 年 ３ 月 ３ １ 日

④ 図 書 （ 書 籍 ） は 耐 用 期 間 が あ り ま せ ん の で 制 限 期 限 の 記 入 は 不 要 で す 。

助成金の会計処理

助 成 金 の 交 付 を 受 け た 場 合 、 予 算 に 計 上 し 収 入 に 入 れ る こ と に な り ま す が 、 収 入 科 目 は 次

に よ り 処 理 し て く だ さ い 。

       大 科 目   補 助 金 収 入

    （ 資 金 収 支 計 算 書 ）

       小 科 目   都 私 学 財 団 補 助 金 収 入

       大 科 目   そ の 他 の 特 別 収 入

     （ 事 業 活 動 収 支 計 算 書 ）

       小 科 目   施 設 設 備 補 助 金
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【提 出 書 類 記 入 例】

申 込 関 係 書 類

①   様式第１号 事業計画書兼交付申請書＜設置者＞・・・・・・・・・・・・ 12・13

② 様式第１号の２（１） 事業計画総括表・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14

③ 様式第１号の２（２） 事業目的及び利用計画（設備装置）・・・・・・・・・ 15

④ 様式第１号の２（３） 事業目的及び利用計画（図書等）・・・・・・・・・・ 16

⑤   様式第１号の３（１）・（２） 事業計画額内訳表（設備装置）・・・・・・ 17・18

⑥    様式第１号の３（３）・（４） 事業計画額内訳表（図書等）・・・・・・・ 19・20

請 求 関 係 書 類

⑪ 様式第３号 請求書兼振込口座指定書＜設置者＞・・・・・・・・・・・・・・ 21

報 告 関 係 書 類

⑯   様式第６号 実績報告書＜設置者＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22・23

⑰ 様式第６号の２（１）・（２） 事業実施内訳表（設備装置）・・・・・・・ 24・25

⑱      様式第６号の２（３）・（４） 事業実施内訳表（図書等）・・・・・・・・ 26・27

そ の 他 の 書 類

⑫   様式第４号 事業内容変更承認申請書＜設置者＞・・・・・・・・・・・・・・ 28

㉒   様式第９号 助成対象物の除却について＜設置者＞・・・・・・・・・・・・・ 29

㉓   様式第９号の２（１） 助成金交付総括表（設備装置）・・・・・・・・・・・ 30

㉔   様式第９号の２（２） 助成金交付総括表（図書等）・・・・・・・・・・・ 31



様式第１号

決定番号○○○○号

令和〇〇年○○月○○日

公益財団法人東京都私学財団理事長　殿

○ ○ ○ ○ ○

（設置者所在地） 〒○○○－○○○○

東京都○○区○○町○○－○○－○○

（設置者名） 学校法人○○○○学園

（理事長又は代表者名） 　理事長　○○　○○

（事務担当者） 　○○（○○○○）○○○○

（事務担当者連絡先） 　○○（○○○○）○○○○

（緊急連絡先） 　○○○（○○○○）○○○○

（事務担当者メールアドレス）    ○○○○＠○○.○○.jp

　　公益財団法人東京都私学財団私立専修学校教育環境整備費助成金交付要綱第９条の

　規定に基づき事業計画書を提出し、別紙のとおり対象事業に係る承認申請及び助成金

　に係る交付を申請します。なお、国又は地方公共団体等が実施している助成事業に対

　して、本申請と同内容の申請予定はありません。

記

添付書類

　(１)　私立専修学校教育環境整備費助成事業計画総括表　　　（様式第１号の２）

　(２)　私立専修学校教育環境整備費助成金事業計画額内訳表　（様式第１号の３）

　(３)　事業計画額を証する書類

　(４)　印鑑証明書（Jグランツで申請される場合は不要です。）

　　　※添付書類（１）～（３）は学校ごとに作成してください。

 法人番号(設置者番号)

 私立専修学校教育環境整備費

 助成金事業計画書兼交付申請書

実印

設置者
実印

法人または学校の文書番号を
記入してください。特にない場合

法人ごとに設定されている
5桁の番号を記入してくださ

印鑑証明書と
同様のものです。

eメールでの添付書類の
送信の際は、パスワードを
設定してください。

Jグランツ申請をされる場合
は押印不要です。
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様式第１号　別紙

　　１　対象事業承認申請額 12,367,000 円
　     内訳

11,287,000 円

1,080,000 円

　　２　助成金交付申請額 6,183,000 円
　　   内訳

5,643,000 円

540,000 円

学校別・助成金別申請額内訳表 (単位：円）

学校番号(※)
および学校名

項　目
教育設備装置
整備助成金

（専門及び高等課程）

研究及び教育用
図書等整備助成金
（専門課程のみ）

合　　計

学校番号：＊＊＊＊＊ 購入 7,615,080 1,080,900

リース 3,672,000

小計 11,287,000 1,080,000 12,367,000

助成金
交付申請額

5,643,000 540,000 6,183,000

学校番号：＠＠＠＠＠ 購入

リース

小計 0 0 0

助成金
交付申請額

0 0 0

学校番号：◆◆◆◆◆ 購入

リース

小計 0 0 0

助成金
交付申請額

0 0 0

学校番号： 購入

リース

小計 0 0 0

助成金
交付申請額

0 0 0

購入 7,615,080 1,080,900

リース 3,672,000 0

合計 11,287,000 1,080,000 12,367,000

助成金
交付申請額

5,643,000 540,000 6,183,000

※対象事業承認申請額の小計及び助成金交付申請額は、各学校の助成金ごとに千円未満を切り捨ててください。

※「学校番号」は、学校ごとに設定されている７桁の番号をご入力ください。

対象事業
承認申請額

対象事業
承認申請額

○○○○○○
専門学校

　　　　　　教育設備装置整備助成金

　　　　　　研究及び教育用図書等整備助成金

　　　　　　教育設備装置整備助成金

　　　　　　研究及び教育用図書等整備助成金

対象事業
承認申請額

合　　計

対象事業
承認申請額

対象事業
承認申請額

△△△△△△
専門学校

□□□□□□
専門学校

P17～20の合計欄から、そ
のまま転記してください。

対象事業承認申請額小計の２分の１
の額を、千円未満切り捨ててください。

小計欄で千円未満を
切り捨ててください。

各学校の小計の合計です。
購入・リースの合計とは
合わないことがあります。
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様式第１号の２（１）

１　専修学校の概要

課程別 課程名 教育設備装置
研究及び

教育用図書等

購入 7,615,080 0

リース 0 0

小計 7,615,080 0

購入 0 0

リース 3,672,000 0

小計 3,672,000 0

購入 0 170,400

リース 0 0

小計 0 170,400

購入 0 910,500

リース 0 0

小計 0 910,500

購入

リース

小計 0 0

購入

リース

小計 0 0

購入

リース

小計 0 0

購入 7,615,080 1,080,900

リース 3,672,000 0

合計 11,287,000 1,080,000

（注） ①課程別欄には、高等、専門、及び一般課程の別を記入してください。

②対象事業承認申請額は、合計欄で千円未満を切り捨ててください。

③教職員数は、常勤・非常勤を問わず、恒常的な実利用者数を記入してください。

④複数の課程を設置している場合は、申請しない課程を含め、すべての課程を記入

　してください。

２　助成対象物への貼付ラベルについて（Ａ・Ｂいずれかに○　 ※Aの場合は枚数も記入）

Ａ

Ｂ

〒○○○－○○○○　東京都○○区○○町○○－○○－○○

財団が作成するラベルの
発送を

希望します（　　　枚）

希望しません（学校において作成します）

（単位：円）

合計

専門

高等

専門

○○○○○○専門学校

私立専修学校教育環境整備費助成事業計画総括表

学校名

所在地

定員
5月1日
現在の
現員

課程
昼夜
の別

修業
年限

教員
数

対象事業承認申請額

専門

４課程

福祉教育

商業実務

看護

社会福祉

85

昼 3 14 150 141

夜 3 9 80

210

昼 2 12 100 105

昼 3 15 200

50 530 541

購入・リースの計は、
千円未満を切り捨てない
合計を記入してください。

購入には、
購入＋付帯工事
（①＋②）を

記入してください。

リースには、
リース＋付帯工事

（③＋④）を
記入してください。

様式第１号別紙に転記してください。

Ａ・Ｂのどちらかに○を記入してください。
希望校については 交付決定通知の発送時にラベルを送付します。

合計
(注２)参照
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様式第１号の２（２）

２ 事業目的及び利用計画       学校名 ○○○○○○専門学校
（１）教育設備装置整備助成金

設備装置一式名： 入浴装置一式   パソコン教室一式

（１）事業目的

①現状

※ 申請対象の機器に係る現在の学校の状況を記入してください。

例：実習に必要だが、現在保有していない。

②申請対象の機器を導入することによる教育的効果

※申請の教育設備機器を導入する理由、また、導入により具体的にどのような「教育効果」が

あるのかを記入してください。

なお、単に「時代の要請、社会の要請」などの理念的なものではなく､具体的な表現による

ご説明をお願いいたします。

例：他校では実施していない入浴介護の実習を

行うことができる。実習により技術を身に

着けることで、卒業後に即戦力として活躍

できる。

例：・最新機器を利用した実践的な実習を行う

ことで、就業先で必要とされるスキルを

身に着けることができる。

  ・パソコン台数を増やし一人１台使うこと

で一人当たりの学習時間を増やすこと

ができ、より高度かつ効果的な学習が行

える。

③申請対象の機器に係る導入計画

※ 導入計画及び今後の計画等を記入してください。

例：・昨年度からの導入計画により購入、今年

度で完了。

・２ヵ年計画で今年度から導入を開始し、

今年度半数、来年度半数を整備する。

例：今年度のみの導入計画である。

（２）利用計画

①申請機器を利用する課程・教科及び利用時間

例：○○課程において、週に○○時間の実習を

行うために利用する。

例：○○課程において、週に○○時間の実習を

行うために利用する。

②申請機器の利用内容

※ 利用内容の概略を記入してください。

なお、各申請機器の個別の利用目的については、事業計画額内訳表（様式第 1 号の３(1)

(2)）の利用目的欄に記入してください。

例：介護実技の一貫として、入浴介護を実習

する。

例：パソコンを用いて、情報処理技術の基礎・

応用を習得する。

（注）1. 申請する設備設置一式ごとに作成してください。

2. 事業の目的、利用する課程、教科、週の利用時間、利用内容をご記入ください。

なお、書ききれない場合には、別紙にご記入ください。

特にここが、重要

です。
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様式第１号の２（３）

２ 事業目的及び利用計画      学校名 ○○○○○○専門学校
（２）研究及び教育用図書等整備助成金

内訳番号 １．２ 内訳番号   ３

（１）事業目的

研究用の場合：①研究目的 ②研究内容 ③効果

教育用の場合：①現状 ②教育的理由 ③教育的効果 を記載

《研究用》

①研究目的

教員の自主研究の中で取り組んでいる、現行カ

リキュラムの充実及び新規カリキュラムの開発

を通じ、教育技能向上に資する。

《教育用》

①現状

※ 申請対象の図書等に係る現在の学校の状況

を記入してください。

例：導入する必要がありながら、現在保有して

いない。

②研究内容

デジタルビデオ、カメラを利用し、研究資料を

映像、画像処理する。

②教育的理由

※ 申請の教育用図書等を導入する理由を記

入してください。

例：導入により、生徒自身がお年寄りの生活を

より身近に感じることができる

③効果

研究資料をコンピュータ映像・画像処理するこ

とにより、研究資料の充実を図る。

③教育的効果

※ 申請の教育用図書等の導入により具体的

にどのような教育効果があるのかを記入

してください。

例：援助対象者と同じ目線に立つことで、援助

対象者への理解を深めることができる。

（２）利用計画

《研究用》

①購入した図書等と関連する課程等

看護専門課程

《教育用》

①申請図書等を利用する課程・教科及び利用時

間

社会福祉課程介護福祉学科において、週に

○○時間の実習を行うため利用する。

②利用内容等

※ 上記研究の目的を達成するため、今回申請

の図書等をどのように利用するのか、概略

を記入してください。

なお、個々の図書等の利用目的については、

事業計画額内訳表（様式１号の３(3)(4)）の

利用目的欄に、具体的に記入してください。

例：幅広い分野の文献や研究成果・実績報告等、

常に新しい情報を取り組み、看護の質の維

持・向上のため、研究資料の充実及び教材

の開発に活用する。

②申請図書等の利用内容

各申請図書等の個々の利用目的については、事

業計画額内訳表（様式１号の３(3)(4)）の利用

目的欄に具体的に記入してください。

例：介護技術の授業で、老人や障害者の介護の

技術を学ぶ。

（注）1. 内訳表の番号を入れて作成してください。

   2. 事業の目的、利用する課程、教科、週の利用時間、利用内容をご記入ください。

なお、書ききれない場合には、別紙にご記入ください。

   

基本的には内訳番号 1 つにつき 1 枚の作成と

なりますが、目的が同じ場合はまとめて 1 枚でも

構いません。

例）シリーズの書籍、1 セットで使用する機器

書ききれない場合には、《研究用》と《教

育用》の用紙を分けてください。



様式第１号の３（１）

学校名 ○○○○○○専門学校

１　教育設備装置（購入）

（単位：円）

番号 課程名 学科名 品名 品番・型番 数量 購入単価(税込） 購入金額(税込） 購入時期 利用目的 備考

福祉教育専門 介護福祉科 入浴装置一式

1 介護用浴槽 ○○ 2 2,592,000 5,184,000 ８月上旬

2 介護用浴槽専用車椅子 ●● 3 540,000 1,620,000 ８月上旬

3 商業実務高等 情報処理科 ソフトウェア △△ 1 54,000 54,000 ４月上旬 パソコン実習用
※パソコン教室一式に再掲
（様式第１号の３(２)）

① 6,858,000

２　教育設備装置（購入・付帯工事） （単位：円）

番号 備考

1 496,800

260,280

② 757,080

私立専修学校教育環境整備費助成金事業計画額内訳表

教育設備装置　合計
①＋②＋③＋④

11,287,080

教育設備装置　購入合計
①＋②

7,615,080

入浴介護実習の実技授
業に使用するため

①　　小　　　　計

工事名 工事の内容 経費（税込） 工事期間

介護実習入浴装置設置に伴う (１)設置工事 ７月上旬から８月上旬

設備工事
(２)給湯管接続工事

②　　小　　　　計

値引があれば、値引後の
単価を記入してください。

合計欄の千円未満を切り捨てると、様式１号別紙および
様式１号の２(１)の対象申請額と一致します。

税込額を記入してください。
様式１号の2（2）に記載のあ
る一式名を忘れずに記入し
てください。
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様式第１号の３（２）

学校名 ○○○○○○専門学校

３　教育設備装置（リースを含む一式）

一式名 パソコン教室一式

（単位：円）

番号 課程名 学科名 品番・型番
リース
数量

契約総金額
(税込）

リース月額
（税込）

今年度
対象月数

本年度支払い
リース料（税込）

リース契約期間
契約
年数

申請
回数

利用目的

商業実務高等 情報処理科 12,960,000 270,000 12 3,240,000 H29.4.1～H33.3.31 4 1

1 ○○ 30 パソコン実習用

2 □□ 5

⑤ 12,960,000 ③ 3,240,000

４　教育設備装置（リース付帯工事） （単位：円）

番号

1 432,000

④ 432,000

番号 規格 数量 単価(税込) 3,726,000

3 △△ 1 54,000 3,240,000

3,240,000

3,240,000

私立専修学校教育環境整備費助成金事業計画額内訳表

教育設備装置パソコンリース 合計
③＋④

3,672,000

品名

リース契約

パソコン

サーバー

　　小　　　　計

工事名 工事の内容 経費(税込） 工事期間

パソコンリースに伴う設備工事 パソコンＬＡＮ接続設置工事 ４月上旬

13,446,000
令和８年度

ソフトウェア

④　　小　　　　計

54,000 令和９年度

令和10年度

令和11年度

一式に付随する購入物 一式の今年度以降の承認申請額

品名 ⑥　金額
一式に要する経費
合計　④＋⑤＋⑥

税込額を記入してください。
一式名を記入してくだ
さい。

500万円未満ですか。

税込単価を記入
してください。

2,000万円未満ですか。 今後の申請額を
記入してください。

１教育設備装置（購入）で記入した
番号と合わせてください。

今年度の申請額
（③+④+⑥）を
記入してください。
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様式第１号の３（３）

学校名 ○○○○○○専門学校

５　研究及び教育用図書等（購入）

（単位：円）

番号 専門課程名 学科名 図書名又は品名 品番・型番 数量 購入単価(税込） 購入金額(税込） 購入時期 利用目的 常設場所

1 看護専門 看護科 デジタルビデオムービー ○○ 1 150,100 150,100 ７月上旬 職員の自主研究 職員室

2 〃 〃 三脚 △△ 1 20,300 20,300 〃 　　　〃 〃

3 社会福祉専門 介護福祉科 介護実習モデル人形 □□ 6 151,750 910,500 ８月上旬 介護技術の実習 実習室

⑦ 1,080,900

私立専修学校教育環境整備費助成金事業計画額内訳表

研究及び教育用図書等 合計
⑦＋⑧

1,080,900

⑦　　小　　　　計

合計欄の千円未満を切り捨てると、
様式１号別紙及び様式１号の２(１)の対象申請額と一致します。

通常設置または保管している場所を
記入してください。

値引があれば、値引後の
単価を記入してください。

税込額を
記入してください。
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様式第１号の３（４）

学校名 ○○○○○○専門学校

６　研究及び教育用図書等（リース）

（単位：円）

番号 専門課程名 学科名 品名 品番・型番
リース
数量

契約総金額
（税込）

リース月額
（税込）

今年度
対象
月数

本年度支払い
リース料（税込）

リース契約期間
契約
年数

申請
回数

利用目的 常設場所

0 事業計画額 ⑧ 0

令和10年度

0

令和11年度

0

私立専修学校教育環境整備費助成金事業計画額内訳表

小　　　　計

一式の今年度以降の承認申請額

令和８年度

0

令和９年度

0

５０万円以上
３００万円未満ですか。

今後の申請額を
記入してください。

今年度の申請額（⑧）を
記入してください。

税込額を記入してください。
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様式第 3 号

私 立 専 修 学 校 教 育 環 境 整 備 費 助 成 金

  交 付 請 求 書 兼 振 込 口 座 指 定 通 知 書    

                                令和○○年○○月○○日

公益財団法人 東京都私学財団              理事長 殿

設 置 者 名 学校法人 ○○○○ 学園

設置者所在地
〒○○○－○○○○

東京都○○区○○町○○－○○－○○

理 事 長 名

(代 表 者 名 )
理事長 ○○ ○○

私立専修学校教育環境整備費助成金について、下記のとおり請求をします。

記

  １．請 求 金 額    金   ６，１８３，０００ 円

  ２．受 領 方 法

  次の口座あて振込願います。

受 取 口 座

金 融 機 関 名 支 店 名 預金口座種別（いずれかに〇）

○○○○銀行 ○○支店
普 通 ・ 当 座

金融機関コード 支店コード 口 座 番 号

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

受  取  人

（受取口座名義）

（フリガナ）ｶﾞｸ）○○○○ｶﾞｸｴﾝﾘｼﾞﾁｮｳ○○○○○○

学校法人 ○○○○ 学園  理事長 ○○ ○○

（注）① 支店コード（番号）は必ず３ケタです。不明な場合は支店にお問い合わせください。

   ② 口座番号は必ず預金通帳を確認して、７ケタ以内で記入してください。

     ８ケタ以上ある場合は支店に問い合わせて７ケタ以内にし、６ケタ以下の場合は右詰

めにして、空欄を「０」で埋めてください。

③ 受取人のフリガナは、登録のとおり正確に記入してください。

実印

捨印

実印

申請時と

同様のもの

法人ごとに設定されている

５桁の番号を入力してください。

12 月中旬にご提出ください。

別途ご案内いたします。

J グランツで申請される場合は

押印不要です。



様式第６号

　決定番号 ○○○○ 号

令和○○年○○月○○日

○ ○ ○ ○ ○

公益財団法人東京都私学財団理事長　殿

連絡先名称

所在地

電　話

メールアドレス

（見込み）

　下記のとおり報告します。

記

総　括　表 （内訳別紙のとおり）

円

円

円

円

円

(注)

①助成金交付決定額と助成金受領済額が異なる場合は、「助成金交付決定額又は受領済額」

　欄には受領済額を記入してください。

②｢助成対象実購入費等」は、千円未満を切り捨てずに記入してください。

③「助成金執行額」については、様式第６号別紙の教育設備装置整備助成金と研究及び

　教育用図書等整備助成金の助成金執行額の合計額を記入してください。

④納品書の写し(内訳のわかるもの)、領収書又は振込確認関係書類の写し並びに納入の

　確認できる写真(申請番号を付記)を添付してください。

法人番号(設置者番号)

設　置　者　名 　学校法人　○○○○　学園

設 置 者 所 在 地
　〒○○○－○○○○
　東京都○○区○○町○○－○○－○○

理事長名（代表者名） 　理事長　○○　○○

学　　　　校　　　　名 　○○○○○○専門学校 外　校

連
　
絡
　
先

　○○○○○○専門学校　○○課

〒○○○－○○○○
　東京都○○区○○町○○－○○－○○

担当者名 　○○　○○
　○○（○○○○）○○○○

　○○○○＠○○.○○.jp

令 和 ○ ○ 年 度 私 立 専 修 学 校 教 育 環 境 整 備 費

助 成 金 に 係 る 事 業 の 実 績 報 告 書

対　象　事　業　承　認　額 12,367,000

　助成金交付決定額又は受領済額（Ａ） 6,183,000

助 成 対 象 実 購 入 費 等 12,367,980

　助  成  金  執  行  額（Ｂ） 6,183,000

 差     引     額  (Ａ)－(Ｂ) 0

設置者
実印

実印
捨印

法人または学校の文書番号を記入
してください。特にない場合は未記入
でも構いません。

法人ごとに設定されている
５桁の番号を入力してください。

リースで２月又は３月支払がある場合には、
「（見込み）」と記載の上、１月末日までに

実績報告書（見込み）を提出し、支払完了後
直ちに報告書（確定）を提出してください。

実購入費等は、千円未
満を切り捨てずに記入
してください。

様式第６号別紙の教育設備装
置助成金と研究及び教育用図
書等整備助成金の助成金執行
額の合計額を記入してください。

助成金交付決定額と受領済額
が異なる場合は、受領済額を記
入してください。

メールにてご連絡した
【二次審査終了のお知らせ】を
ご確認ください。

Jグランツ申請をされる場合は押
印不要です。
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様式第６号　別紙

事業実績報告書内訳

(単位：円）

学　　校　　名 項　　　目
教 育 設 備 装 置
整　備　助　成　金

（専門及び高等課程）

研究及び教育用
図書等整備助成金
（専門課程のみ）

対象事業承認額 11,287,000 1,080,000

助成金交付決定額又は受領済額(Ａ) 5,643,000 540,000

助成対象実購入費等 11,287,080 1,080,900

助成金執行額(Ｂ) 5,643,000 540,000

差引額（Ａ）－（Ｂ） 0 0

対象事業承認額

助成金交付決定額又は受領済額(Ａ)

助成対象実購入費等

助成金執行額(Ｂ)

差引額（Ａ）－（Ｂ）

対象事業承認額

助成金交付決定額又は受領済額(Ａ)

助成対象実購入費等

助成金執行額(Ｂ)

差引額（Ａ）－（Ｂ）

対象事業承認額

助成金交付決定額又は受領済額(Ａ)

助成対象実購入費等

助成金執行額(Ｂ)

差引額（Ａ）－（Ｂ）

対象事業承認額

助成金交付決定額又は受領済額(Ａ)

助成対象実購入費等

助成金執行額(Ｂ)

差引額（Ａ）－（Ｂ）

対象事業承認額 11,287,000 1,080,000

助成金交付決定額又は受領済額(Ａ) 5,643,000 540,000

助成対象実購入費等 11,287,080 1,080,900

助成金執行額(Ｂ) 5,643,000 540,000

差引額（Ａ）－（Ｂ） 0 0

（注）①助成金交付決定額と助成金受領済額が異なる場合は、「助成金交付決定額又は

　　　　受領済額」欄には受領済額を記入してください。

　　　②「助成対象実購入費等」は、千円未満を切り捨てずに記入してください。

　　　③「助成金執行額」については、助成対象実購入費等額の千円未満を切り捨てた

　　　　額に２分の１を乗じた額（千円未満切捨て）を記入してください。ただし、

　　　　公益財団法人東京都私学財団私立専修学校教育環境整備費助成金交付に係る審査
　　　　基準第３による調整を行った場合及び助成率が２分の１を下回る場合は、乗じる
　　　　率が異なります。

合　　計

○○○○○○
専門学校

実購入費等は、千円
未満を切り捨てずに
記入してください。

助成金執行額は、助成対象実購入費等額の
千円未満を切り捨てた額に２分の１を乗じた額（千
円未満切捨）を記入してください。
ただし、公益財団法人東京都私学財団私立専修
学校教育環境整備費助成金交付に係る審査基準
第３による調整を行った場合及び助成率が２分の
１を下回る場合は、乗じる率が異なります。

助成金交付決定額と受
領済額が異なる場合は、
受領済額を記入してくだ
さい。
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様式第６号の２（１）

学校名 ○○○○○○専門学校

１　教育設備装置（購入）

（単位：円）

番号 課程名 学科名 品名 品番・型番 数量 購入単価(税込） 購入金額(税込） 支払年月日

福祉教育専門 介護福祉科 入浴装置一式

1 介護用浴槽 ○○ 2 2,592,000 5,184,000 ○年○月○日

2 介護用浴槽専用車椅子 ●● 3 540,000 1,620,000 ○年○月○日

3 商業実務高等 情報処理科 ソフトウェア △△ 1 54,000 54,000 ○年○月○日

① 6,858,000

２　教育設備装置（購入・付帯工事） （単位：円）

番号

1 496,800

260,280

② 757,080

助成金受領済額 5,643,000

助成対象実購入費等 合計
①＋②＋③＋④

11,287,080

工事期間

７月上旬から８月上旬

○年○月○日

②　　小　　　　計

(２)給湯管接続工事

私立専修学校教育環境整備費助成金事業実施内訳表

工事の内容 経費(税込）

納入年月日

○年○月○日

○年○月○日

①　　小　　　　計

介護実習入浴装置設置に伴う

設備工事

(１)設置工事

工事名

納品書の日付を
記入してください。 領収書または振込の

日付を記入してください。

税込額を記入してくださ
い。

様式１号の2（2）に記載のあ
る一式名を忘れずに記入し
てください。
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様式第６号の２（２）

学校名 ○○○○○○専門学校

３　教育設備装置（リースを含む一式）

一式名 パソコン教室一式

（単位：円）

番号 課程名 学科名 品番・型番
リース
数量

契約総金額
(税込）

リース月額
(税込）

今年度
対象月数

本年度支払い
リース料(税込）

リース契約期間
契約
年数

申請
回数

納入年月日 支払い方法

商業実務高等 情報処理科 12,960,000 270,000 12 3,240,000 R5.4.1～R9.3.31 4 1 ○年○月○日 月末払い

1 ○○ 30

2 □□ 5

⑤ 12,960,000 ③ 3,240,000

４　教育設備装置（リース付帯工事） （単位：円）

番号

1 432,000

④ 432,000

一式の今年度以降の承認申請額

番号 規格 数量 単価(税込)

3 △△ 1 54,000

サーバー

私立専修学校教育環境整備費助成金事業実施内訳表

品名

リース契約

パソコン

3,240,000

令和10年度

3,240,000

3,240,000

令和８年度

令和９年度

令和11年度

3,726,000
13,446,000

54,000

⑥　金額品名

ソフトウェア

一式に付随する購入物

一式に要する経費
合計　④＋⑤＋⑥

④　　小　　　　計

　　小　　　　計

経費(税込）

４月上旬

工事期間工事名 工事の内容

パソコンリースに伴う設備工事 パソコンＬＡＮ接続設置工事

一式名を記入してくだ
さい。

１教育設備装置（購入）で記入した
番号と合わせてください。

税込単価を記入して
ください。

今後の申請額を
記入してください。

今年度の申請
額
（③+④+⑥）を

税込額を記入してください。
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様式第６号の２（３）

学校名 ○○○○○○専門学校

５　研究及び教育用図書等（購入）

（単位：円）

番号 専門課程名 学科名 図書名又は品名 品番・型番 数量 購入単価(税込） 購入金額(税込） 納入年月日 支払年月日 常設場所

1 看護専門 看護科 デジタルビデオムービー ○○ 1 150,100 150,100 ○年○月○日 ○年○月○日 職員室

2 〃 〃 三脚 △△ 1 20,300 20,300 ○年○月○日 ○年○月○日 〃

3 社会福祉専門 介護福祉科 介護実習モデル人形 □□ 6 151,750 910,500 ○年○月○日 ○年○月○日 実習室

⑦ 1,080,900

私立専修学校教育環境整備費助成金事業実施内訳表

⑦　　小　　　　計

助成金受領済額 540,000

助成対象実購入費等 合計
⑦＋⑧

1,080,900

納品書の日付を
記入してください。

領収書または振込日の日
付を記入してください。

税込額を記入してくだ
さい。
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様式第６号の２（４）

学校名 ○○○○○○専門学校

６　研究及び教育用図書等（リース）

（単位：円）

番号 専門課程名 学科名 品名 品番・型番
リース
数量

契約総金額
（税込）

リース月額
（税込）

今年度
対象月数

本年度支払い
リース料（税込）

リース契約期間
契約
年数

申請
回数

納入年月日
支払い
方法

常設場所

0 事業実施額 ⑧ 0

一式の今年度以降の承認申請額

0

0

0

令和11年度 0

私立専修学校教育環境整備費助成金事業実施内訳表

令和10年度

令和８年度

令和９年度

小　　　　計

今年度の申請額（⑧）を記入して
ください。

今後の申請額を
記入してください。

税込額を記入してください。
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様式第４号                          決定番号 ○○○○ 号
                              令和○○年○○月○○日

法人番号(設置者番号) ○ ○ ○ ○ ○

   公益財団法人東京都私学財団理事長 殿
       

設置者名 学校法人 ○○○○ 学園

設置者所在地
〒○○○-○○○○

東京都○○区○○町○○－○○－○○

理事長名(代表者名) 理事長 ○○ ○○

対象学校名 ○○○○○○専門学校

連

絡

先

連絡先名称 ○○○○○○専門学校 ○○課

所在地
〒○○○-○○○○

東京都○○区○○町○○－○○－○○

担当者名 ○○ ○○
電 話

メールアドレス

○○（○○○○）○○○○

○○○○＠○○.○○.jp

令和○○年度私立専修学校教育環境整備費

     助 成 金 に 係 る 事 業 内 容 変 更 承 認 申 請 書

令和○○年○○月○○日付○○東私振第○○○号により承認を受けた私立専修学校教

育環境整備費助成金事業計画書の内容を公益財団法人東京都私学財団私立専修学校教育

環境整備費助成金交付要綱第１４条の規定に基づき変更したいので、下記のとおり変更承

認を申請します。

記

    １ 変 更 す る 内 容                           教育設備装置 ・ 図書等  

     デジタルビデオムービー●●社製○○１台 → デジタルビデオムービー▲▲社製△△１台

     ２ 変 更 す る 理 由                      

      当初購入予定であった機器がモデルチェンジによって製造中止になり、入手が困難と

なったため、他メーカーのより機能が充実し、かつ、安価な新機種を購入することとし

た。

    ３ 当 初 事 業 承 認 額                  １2，05３，０００円

    ４ 変 更 後 承 認 申 請 額                  １2，04８，０００円

     ５ 添 付 書 類                      

○変更後の私立専修学校教育環境整備費助成金事業計画額内訳表（様式第１号の３）

○変更内容を証する書類（見積書写し及び設備機器パンフレット等）

法人または学校の文書番号を記入してください。

特にない場合は未記入でも構いません。

設置者

実印

変更する助成金の種類を

○で囲んでください。

法人ごとに設定されている５桁の番号を

記入してください。

J グランツ申請をされる場合は
押印不要です。
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様式第９号

                              決定番号 ○○○○ 号

                              令和○○年○○月○○日

  公益財団法人東京都私学財団              理事長 殿

               設 置 者 名 ○○○○ 学園

               理 事 長 名    理事長 ○○ ○○
              （ 代 表 者 名 ）        

教育環境整備費助成金助成対象物の除却について

(元号)○○年○○月○○日付○○東私振○○ 第○○号で交付を受けた私立専修学校

教育環境整備費助成金にかかる助成対象物のうち、下記について除却したいので申請

します。

記

   

１ 対象学校名

○○○○○○専門学校

   ２ 除却予定の助成対象物
   （１）教育設備装置整備助成金

     （品名、規格、数量、購入単価、購入金額、購入時期、耐用年数等、別紙で添付すること｡)

       普通乗用車  ○○製○○○○  ５台（詳細は別紙）

     

      （２）研究及び教育用図書等整備助成金

（品名、規格、数量、購入単価、購入金額、購入時期、耐用年数等、別紙で添付すること｡)

       ○○○○出版 介護技術の実践ビデオ      １本

       ○○○○工業 電動式ベッド          １台  （詳細は別紙）

       ○○○○電気 パーソナルコンピューター    ２台

     

   ３ 除却時期
令和○○年○○月末（予定）

   ４ 除却理由
    （例：破損により使用不能等、理由を具体的に記入すること。）

《教育設備》

(元号)○○年度に助成を受けて購入し、専ら整備講習の教材に用いてきたが、近年老朽化が

著しくなり、また製造終了後５年以上が経過し修理部品の購入が困難となってきたため。

《図書等》

(元号)○○年度に助成を受けて購入した○○の機器は、技術革新のめざましい分野であるため

陳腐化しており、最新の技術動向をはかるうえでは使用に耐えられないものになったため。

設置者

実印

法人または学校の文書番号を記入してください。

特にない場合は未記入でも構いません。



様式第９号の２（１）

学校名 ○○○○○○専門学校

（単位：円）

番号 課程名 品名 規格 数量 購入単価(税込） 購入金額（税込） 購入時期 耐用年数 備考

1 自動車整備専門 普通乗用車 ○○製○○○○ 3 1,045,440 3,136,320 （元号）○○年○月 １０年

2 普通乗用車 ○○製○○○○ 2 1,339,200 2,678,400 （元号）○○年○月 １０年

事業実施額 5,814,720

管理責任者 　管財部　　○○　○○

小　　　　計

（(元号)○○年度交付分）

私立専修学校教育環境整備費（教育設備装置）助成金交付総括表
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様式第９号の２（２）

学校名 ○○○○○○専門学校

（単位：円）

番号 課程名 品名 規格 数量 購入単価(税込） 購入金額（税込） 購入時期 耐用年数 備考

1 看護専門 介護技術の実践ビデオ ○○○○出版 1 15,000 15,000 （元号）○○年○月 2年

2 　 電動式ベッド ○○○○工業 1 450,000 450,000 （元号）○○年○月 ５年

3 パーソナルコンピューター ○○○○電気 2 350,000 700,000 （元号）○○年○月 4年

事業実施額 1,165,000

管理責任者 　管財部　　○○　○○

小　　　　計

私立専修学校教育環境整備費（研究及び教育用図書等）助成金交付総括表

（(元号)○○年度交付分）
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